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資料５ 

熱供給事業法に係る保安規制の状況及び論点について 

 

１．熱供給事業に係る保安規制の状況（規制の概要等）  

（１）現行制度 

①熱供給事業 

熱供給事業とは、一般的に地域冷暖房と呼ばれ、一定区域内の建物群に対し、蒸気・

温水・冷水の熱媒体を熱源プラントから導管を通じて供給する事業である。熱供給事業

法の適用対象の事業者数は 77事業者（事業許可ベース、平成 26年 11月 10日現在）、

そのうちの約４割が電力会社の子会社、ガス会社の子会社となっている。 

事業地区はほとんどが都市部に集中しており、現在事業を実施している全国 138地 

区のうち、東京(64地区)と大阪(13地区)で過半を占める（平成 26年 11月 10日現在）。 

 

（参考）熱供給事業（イメージ） 

 
 

熱源 

ガス、電気、石油、石炭などを燃料とするほか、河川水、下水処理水の熱や清掃工場、超高圧地中送電線の

排熱など、都市にあふれるさまざまな排熱エネルギーを利用することができる。  

プラント  

地域全体の冷暖房のエネルギーとなる冷水や蒸気（温水）をボイラー、冷凍機、ヒートポンプ等の設備によ

り集中的に製造する施設。また、ここで熱製造の集中コントロールを行い、効率的な熱供給を行っている。  

地域導管  

プラントから直埋設や共同構内の導管を通して、地域内の建物に冷水、温水等を送る。  

需要家  

地域導管からの冷水・蒸気（温水）を利用して冷暖房・給湯ができるので、個別の熱源システムは不要にな

る。  
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区分  熱供給事業法の適用を受ける場合（以下の要件を全て満たす場合） 

要件  

需要  一般の需要 （不特定多数の需要） 

規模  加熱能力 21GJ(ギガジュール)／時以上  

供給数  複数の建物  

供給形態 加熱され、若しくは冷却された水又は蒸気を導管により供給 

  

 

地域 

事業者数 区域数 
平均供給 

区域面積 

平均供給 

延床面積 平成24年4月 
平成 26 年 11 月

10日現在 
平成24年4月 

平成 26 年 11 月

10日現在 

北海道 7 7 9 9 53.8 37.6 

東北 2 2 2 2 5.8 9.3 

関東 46 44 81 81 21.1 44.8 

中部 9 9 13 13 42.2 18.4 

近畿 10 9 24 23 38.8 27.9 

中国 1 1 1 1 3.7 13.1 

四国 1 1 2 2 12 16.6 

九州 5 4 8 7 29.5 25.4 

合計 81 77 140 138 28.3 36.7 

（許可ベース） 81 77 141 139 
  

 

②熱供給事業法の制定経緯 

 熱供給事業法は、昭和 45 年に大阪で開催された日本万国博覧会で初めて地域冷暖房が

導入され、万博会場に隣接する大阪千里ニュータウン中央地区で熱供給事業が開始された。

こうした中で、昭和 46年の総合エネルギー調査会熱供給部会中間報告において、(a)消費

者（需要家）より事業者が強い立場にあること、(b)地域独占となりやすいこと、(c)公共

の安全を確保する必要（（高温・高圧の水・蒸気が導管を通るため、事故等により公共の

安全が損なわれる可能性があるため））があることから公益事業として位置付ける必要が

あると答申されたことを受け、昭和 47 年、熱供給事業の運営を適正かつ合理的ならしめ

ることによって、熱供給を受ける者の利益を保護するとともに、熱供給事業の健全な発達

を図りつつ、熱供給施設の維持、運用等を規制することによって、公共の安全を確保する

ことを目的とした熱供給事業法が制定された。 

 

③熱供給事業法の保安規制 

 熱供給事業法では、熱供給事業者（法第 24 条に規定する熱供給導管を設置する者も含

む。）に対し、法第 20条の規定に基づき、公衆安全と安定供給という広義の保安の観点か

ら、その熱供給事業の用に供する熱供給施設全体を技術基準に適合するよう維持すべき義

務が課せられている。 

技術基準の適合維持義務を担保するため、保安の確保の観点から、熱供給事業者（法第

24条に規定する熱供給導管を設置する者も含む。）に対して、熱供給に用いる導管であっ

て、特に重要なもの（最高使用圧力が１ＭＰa以上、最高使用温度 184度以上のもの）に

熱供給の地域別状況 
（稼働中の熱供給事業） （面積：ｈａ） 
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ついて、法第 21条の規定に基づきその工事計画（変更計画を含む。）の事前届出義務を課

している（国が届出を受理してから 30日は工事してはならないこととしている）。 

 届出に係る導管は、法第 22 条の規定に基づき、その工事について熱供給事業者等自ら

が使用前検査を行い、検査結果について記録の作成・保存を義務付けており、導管の工事、

維持及び運用に関する保安を確保するため、法第 23 条の規定に基づき熱供給事業者に対

し保安規程の作成、届出義務を課し、また、保安規程に関する経済産業大臣の変更命令権

等の規定がある。 

 熱供給事業者は、熱供給事業法第 27条及び同施行規則第 33条の規定に基づき、導管の

保安に関して、重大な事故（熱供給施設に係る人身事故、供給停止・制限などの供給支障

事故、地震などによる熱供給施設の損壊事故等）が発生したときは、経済産業大臣に事故

報告する義務がある。 

 国は、事後規制として、報告徴収、立入検査を行っている。 
  

熱 供 給 事 業 法 の 概 要 

熱供給事業法 
目的： 

①消費者利益の保護 

②事業の健全な発展 

③公共の安全確保 

保安

規制 

業務

規制 

事業

許可 

公益事業の性格を有す

るものとして事業独占

を認める熱供給事業者

の許可 

熱供給事業の運営の適

正化を図るための業務

規制 

熱供給施設の工事、維

持及び運用等安定供給

並びに危害防止のため

の保安規制 
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熱供給事業法における保安規制  

○熱供給施設技術基準適合維持義務（法第 20条） 

○導管の設置又は変更工事計画の届出（法第 21条） 

 ※最高使用温度 184度以上・最高使用圧力１MPa以上 

○使用前自主検査（法第 22条） 

○保安規程届出、遵守義務（法第 23条） 

○報告徴収（事故報告等）（法第 27条） 

○立入検査（法第28条） 

 

・届出義務 

・遵守義務 

熱供給事業法 

解釈 

各種要領 

施行令 

保安規程 

技術基準を定める省令 

・施設の維持義務 

工事計画届出 

使用前自主検査 

立入検査 
施行規則 
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２．熱供給事業に係る保安規制の状況（事故状況及び立入検査の概要）  

（１）事故の状況 

平成 17 年から平成 26 年９月末までの９年９ヶ月間で 134 件の事故対象報告があり、

このうちの３件が死傷事故、131件が供給支障事故であった。死傷事故は、平成 20年に

作業員が石炭貯留施設内の石炭に埋まり熱傷により死亡（１名）した事故と、平成 23

年に管理員が地下ピット内を点検中、見張員がいなくなったマンホールに落下し負傷

（１名）した事故、平成 24 年にボイラーの解体作業中、鉄骨が落下したことにより作

業員が負傷（１名）した事故がある。 
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（２）立入検査の状況 

平成 16年度から平成 25年度の 10年間で合計 198地区に対して立入検査を実施してい

る。ほとんどの検査では保安上問題となるような事項（指摘事項）は見つかっていないが、

近年、以下の２地区において、保安規程を遵守していない事例が見つかっており、指摘し

た上で口頭による厳重注意をするとともに再発防止策をとるよう指導している。 
 

  １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 合計 

立入

検査

件数 

19 20 14 18 19 14 27 27 21 19 198 

※立入検査対象地区 140地区（平成26年３月末現在） 

 

（参考）立入検査における主な指摘内容 

○Ａ地区（平成 24年度） 

   電気式冷凍設備について、保安規程上、13ヶ月に１度以上検査を行うよう定められ 

ていたものの、13ヶ月以上検査が行われていない期間があった。 

 

○Ｂ地区（平成 25年度） 

電気式冷凍設備において、保安規程上、保存しておくべきである記録（工事計画）等

が一部保存されていなかった。電気式冷凍設備について、保安規程上、13 ヶ月に１度

以上検査を行うよう定められていたのに対して、13 ヶ月以上検査が行われていない期

間があった。 
 

 

 

３．論点  

現在、ガスシステム改革小委員会において、熱供給事業に係る事業規制が議論されてい

るが、ガス事業と異なり、熱供給事業に関しては現行の事業類型に基本的に変更がない方

向で整理されていくこととなれば、保安規制についても、事業規制の変更に伴い保安規制

の対象者を不可避的に再整理しなければならない必要性は特段生じない。また、上記のよ

うに、保安について、特段の問題等が生じていないことを踏まえ、原則として保安規制の

枠組みを維持することとしてはどうか。 


